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要 約 

建築基礎設計への利用を前提に、主として安全限界状態における地盤変位の簡易算定法を

提案している。提案法の妥当性と有効性を、粘性土地盤と砂質土地盤の例題をとおして、

重複反射理論に基づく1次元等価線形解析との比較から検証している。 
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1. はじめに 

 
 近年、建築物の基礎でも、上部構造と同様、安全限界状態に対する耐震設計（いわゆる2次設計）を導

入する必要性の社会的認識が高まっている。基礎の2次設計では、その地震外力の想定において、上部構

造からの慣性力に加えて、地盤変位の評価が重要となる。しかし、建築分野の構造設計者が安定して解

を求められる地盤変位の簡易な算定法は、まだ見あたらない例えば1)。 
 そこで、先ず、任意の地震荷重レベルにおける地表変位を単純な四則演算のみから求める方法を提案

する。次に、主として安全限界状態における地盤変位の深さ方向分布を多質点系のモード解析から定め

ることで、設計用地盤変位の簡便な評価が可能となる。なお、地盤は液状化しないものとする。 
 
2. 地表変位の簡易算定法 

 
 図1に示すように、地盤を水平成層構造とし、多層地盤を表層と工学的基盤から成る2層地盤に置換す

る。この2層地盤において、初期状態から、地震応答解析により、等価線形応答状態が得られたとする。 
 

 
図1 多層地盤から2層地盤への置換と地震時の等価線形応答状態 
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ここに、G：表層のせん断剛性、h：表層の減衰定数、T：地盤の固有周期（単位 s：添字 0、E は初期

状態、等価線形応答状態を表す）、Dmax：地表変位（単位 m）、H：表層の厚さ（単位 m）、γmax：表

層の最大せん断ひずみである。 
 等価線形応答状態の表層のせん断剛性比 GE /G0 は、地盤の固有周期 T を用いて、(1)式で表される。 

 
2

0

0

E

E

TG
G T

 
  
 

=  (1) 

土の動的変形特性をHardin-Drnevichモデル2)（以下、H-Dモデル：規準せん断ひずみ γref ）で表現し、表

層の有効せん断ひずみ γE = 0.65×γmax と仮定すると、(1)式は、 
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と書ける。地盤の固有周期の延びα = TE /T0 と置き、(2)式を地表変位 Dmax について書き直すと、 
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となる。すなわち、地盤の固有周期の延びαがわかれば、(3)式を用いて、表層の厚さ H とH-Dモデル

の規準せん断ひずみ γref から、地表変位 Dmax を算定できる。 
 
2.1 地震荷重（設計用地震動）を工学的基盤で規定する場合 

 
 図1の元の多層地盤を基礎固定の多質点系に置換し、その地震応答に1次モード振動が卓越すると仮定

する。系の1次のモード減衰 ξ1、1次の刺激関数ベクトル β1{ui}、および基盤地震動の加速度応答スペク

トル（減衰定数5%）SAB (T) を用いて、地表変位 Dmax は近似的に(4)式で表される3)。 
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図2に示すように、限界耐力計算法4)で規定される設計用地震動の加速度応答スペクトルの速度一定領域

の形状から SAB (T) = 5k / T（単位 m/s2）と置き、ξ1 = hE、β1u1 = 1.2 と仮定すると、(4)式は、 

     
図2 工学的基盤で規定される設計用地震動の加速度応答スペクトルと変位応答スペクトル 
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となる。ここに、k は設計用地震動のレベルを表す定数（安全限界状態で 1、損傷限界状態で 1/5）で

ある。なお、SAB (T) = 5k / T と置くことは、(4)式において、基盤地震動の変位応答スペクトル（減衰定

数5%）SDB (T) = (T / 2π )2×SAB (T) = (5k / 4π 2 )×T（単位 m）と仮定することに等しい例えば5)（図2）。表層

の等価減衰定数 hE は、H-Dモデルの最大減衰定数 hmax を用いて、 
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と書けるから、(6)式を(5)式に代入して、(7)式を得る。 
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(7)式の右辺が(3)式の右辺に等しいと置いて、(8)式を得る。 
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 (8)式の左辺は、表層の最大減衰定数 hmax を定数、地盤の固有周期の延びαを変数とする関数である

（これを F(α: hmax) と書く）。また、(8)式の右辺は、表層の規準せん断ひずみ γref 、厚さ H、地盤の

初期固有周期 T0 および地震動レベル k から決まる定数である。すなわち、(8)式をαについて解き、こ

れを(3)式に代入すれば、地表変位 Dmax の算定式が得られる。しかし、(8)式はαの4次方程式であり、そ

の解を求めるには骨が折れる。そこで、(8)式左辺の関数 F(α: hmax) の値を調べて、これをαの次数が

より低い別の関数に近似して解くことを考える。 
 地盤の等価線形応答状態を想定していることから、表層のせん断剛性比 GE /G0 の値の範囲を 1/10 程
度以上とすると、(1)式よりα ≤ 101/2 程度となるから、1 4α≤ ≤ とすれば十分である。また、H-Dモデル

における土の最大減衰定数 hmax の値の範囲は 0.1-0.4 程度である。そこで、hmax = 0.10、0.15、0.20、0.25、
0.30、0.35、0.40 に対して1 4α≤ ≤ の範囲で F(α: hmax) の値を計算し、図3に示す。 
 

     
       図3 (8)式左辺の関数 F(α: hmax) の値      図4 関数 F(α: hmax) の近似関数 I(α: hmax) の値 
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図3から、F(α: hmax) は、1 4α≤ ≤ の範囲で、( 1α − ) に対して概ね正比例する関数となっている。また、

その比例定数は、hmax の増加に対して単調増加しているように見える。そこで、F(α: hmax) を1 4α≤ ≤ の

範囲で近似する関数 I(α: hmax) の形を I(α: hmax) = p (hmax + q)･( 1α − ) と置き、p と q の値を同定する

と、(9)式が得られる。 
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(9)式の関数 I(α: hmax) の値を図3と同じ条件で計算し、前ページの図4に図3と比較して示す。図3-4から、

I(α: hmax) は、1 4α≤ ≤ の範囲で F(α: hmax) の良い近似となっている。よって、(8)式は、近似的に、 
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と書けて、これをαについて解くと、(11)式を得る。 
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 以上より、(3)式と(11)式を用いて、地盤の初期固有周期 T0（単位 s）、表層の厚さ H（単位 m）、

土の動的変形特性（H-Dモデル：規準せん断ひずみ γref と最大減衰定数 hmax）および設計用地震動レベ

ル k（安全限界状態で 1、損傷限界状態で 1/5）から、地表変位 Dmax（単位 m）を算定できる。この際、

地盤の初期固有周期 T0 は、図1の元の多層地盤を基礎固定の多質点系に置換し、その固有値解析から求

める3)。また、土の動的変形特性として、古山田ら6)が整理したH-Dモデルを用いると、粘性土の地盤に

ついて(12)-(13)式、砂質土の地盤について(14)-(15)式が得られる。 
 
1) 粘性土の地盤：γref = 0.18%、hmax = 17%より、 
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2) 砂質土の地盤：γref = 0.10%、hmax = 21%より、 

 ( )2
max 0.0015 1D H α= ⋅ −  (14) 

 ここに、地盤の固有周期の延び ( )01 40    1 4Tk
H

α α= + ⋅ ≤ ≤　  (15) 

 
2.2 地震荷重（設計用地震動）を地表で規定する場合 

 
 図1の地盤の等価線形応答状態において、基盤地震動の加速度応答スペクトル SAB (T) と地表地震動の

加速度応答スペクトル SAG (T) は、(16)式で近似的に関係付けられる4)。 
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ここに、RZ0 は地盤の初期状態における表層／工学的基盤のインピーダンス比で、(16)式右辺の SAG の

係数は限界耐力計算法4)における地盤の1次固有周期の地震動増幅率 GS1 の逆数に相当している。 
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図5 地表で規定される設計用地震動の加速度応答スペクトルと変位応答スペクトル 

 
 
 図5に示すように、新耐震設計法における層せん断力係数（いわゆる C0×Rt 曲線）や対応する換算応

答スペクトル4)の速度一定領域の形状から、2.1節の検討と同様、SAG (T) = VG･k / T（単位 m/s2：VG = 6-10 
程度で、安全限界状態の最大速度応答 VG / 2π = 1-1.6 m/s 程度に相当）と置き、(16)式を(4)式に代入して

整理すると、地表変位 Dmax は(17)式で表される。 
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(17)式の右辺は、(7)式の右辺と VG / 5GS1 倍だけ異なっている。このため、2.1節の場合と同様に、(17)式
の右辺が(3)式の右辺に等しいと置いて地盤の固有周期の延びαを求めようとしても、上手くいかない。

これは、2.1節の場合よりも、αがさらに高次の方程式を扱うことになるためで、また、αの次数が低い

適当な近似関数を見つけることも困難なためである。 
 そこで、次のように考える。設計用地震動を地表で規定する場合と工学的基盤で規定する場合とでは、

地震動のレベル k が同じならば、等価線形応答状態における地盤の固有周期の延びαは、完全に一致し

なくても、さほど大きく違わないと想像される。一方、(17)式と(7)式の比較から、両者の場合の地表変

位は VG / 5GS1 倍だけ異なる。よって、ある地震動レベル k に対して、等価線形応答状態における地盤

の固有周期の延びαは地震動を工学的基盤で規定した場合（2.1節）の値とし、これを用いて求めた地表

変位を VG / 5GS1 倍することで、地震動を地表で規定する場合の地表変位とする。すなわち、 

 0
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地震動を地表で規定する場合の地表変位

地震動を工学的基盤で規定した場合の地表変位 
 (18) 

とする。この際、地盤の初期インピーダンス比 RZ0 は、図1の元の多層地盤の第 i 層の厚さ Hi 、密度

ρi 、工学的基盤の密度ρB、S波速度 VSB として、次式により算定する。 
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3. 地盤変位の深さ方向分布の簡易算定法 

 
 図1において、元の多層地盤の第 i 層の密度ρi 、初期S波速度 VS0i 、工学的基盤の密度ρB、S波速度 
VSB とする。等価線形応答状態の地盤各層において、工学的基盤との初期インピーダンス比ρiVS0i /ρBVSB 

の値が小さいほど、また、地震動のレベル k が大きいほど、土の非線形化が進みやすいと考えられる。

そこで、地震動レベルが大きく、安全限界状態（k = 1）に近い場合、井澤ら7)を参考に、地盤各層の等

価S波速度の相対的な大小関係を近似的に表す量として、次式で定義される VSZi を導入する。 

 0
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ρ
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地盤各層について VSZi を算定し、これらを各層のS波速度とする多層地盤を基礎固定の多質点系に置換

して、その1次の振動モードを地盤変位の深さ方向分布とする。一方、地震動レベルが大きくなく、損傷

限界状態（k = 1/5）に近い場合、地盤各層の土の非線形化の程度は比較的小さいと考えられることから、

暫定的に VSZi = VS0i とし、上記と同様にして地盤変位の深さ方向分布を求める。 
 ただし、(20)式の物理的意味は必ずしも明確でなく、今後、検討の余地があるかもしれない。 
 
4. 地盤変位の算定例 

 
4.1 地震荷重（設計用地震動）を工学的基盤で規定する場合 

 
 建築基礎構造設計例集8) 3.4節の粘性土が卓越する地盤モデル（図6：地盤A）および1964年新潟地震で

転倒した川岸町アパートの砂質土地盤モデル9)（次ページの図7：地盤B）を対象に、提案する簡易法の

妥当性と有効性を検討する。各地盤について、(12)-(13)式および(14)-(15)式、(20)式を用いて損傷限界状

態と安全限界状態の地盤変位を算定し、その結果を次ページの表1ならびに図6-7の実線で示す。図6-7に
は、比較のため、同じ地盤モデルと限界状態について、重複反射理論に基づく1次元等価線形解析10)（地

盤の減衰は周波数ひずみ依存型11)）により算定した地盤変位を破線で示す。この際、工学的基盤におけ

る地震動の加速度応答スペクトル（減衰定数5%）は限界耐力計算法4)の規定（図2）とし、地震動の継続

時間は損傷限界状態で 10s、安全限界状態で 30s とした。なお、地震動の継続時間が解析結果に与える

影響の小さいことを確認している。 

 
図6 提案する簡易法および重複反射理論に基づく1次元等価線形解析から算定した地盤変位の比較（粘

性土が卓越する地盤の例：提案法の最大せん断ひずみは地盤変位から計算） 
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表1 提案する簡易法による地表変位の算定例（地震動を工学的基盤で規定する場合） 

H T 0 α D max α D max

地盤 A（粘性土） 30m 0.8s 1.1 2.4cm 1.7 15cm
地盤 B（砂質土） 70m 1.1s 1.1 2.8cm 1.6 17cm

損傷限界状態（k = 1/5） 安全限界状態（k = 1）地盤条件

 
 

 
図7 提案する簡易法および重複反射理論に基づく1次元等価線形解析から算定した地盤変位の比較（砂

質土地盤の例：提案法の最大せん断ひずみは地盤変位から計算） 

 
 
 図6-7から、地盤A、Bとも、提案法による地盤変位は、損傷限界状態では等価線形法の結果をやや上

回るものの、安全限界状態では最大せん断ひずみが1%程度に達する地層も見られるが等価線形法の結果

とほぼ同等となっている。また、損傷限界状態と安全限界状態における地表変位および地盤変位の深さ

方向分布（モード形状）の差違についても、提案法の結果は等価線形法のそれを良く再現している。同

様の傾向は、別途に行った種々の地盤モデル（40ケース程度）に対する検討からも確認された。以上の

結果は、提案法の妥当性と有効性を示唆するものと考えられる。 
 
4.2 地震荷重（設計用地震動）を地表で規定する場合 

 
 地盤A、Bを対象に、安全限界状態（k = 1）について、4.1節と同様の検討を行った。この際、地表地

震動の加速度応答スペクトル（減衰定数5%）は、2.2節の検討および図5から新耐震設計法相当とし、次

ページの図8のように設定した。すなわち、応答スペクトルの速度一定領域の形状を決める定数 VG = 6、
10（安全限界状態の最大速度応答 VG / 2π = 1m/s、1.6m/s 程度）の2ケースとし、それぞれ最大加速度応

答を 10m/s2、12m/s2 程度、最大地動加速度を 4m/s2 とした。各地盤について、4.1節の検討（表1と図6-7）
に基づき、(18)-(19)式および(20)式を用いて地盤変位を算定し、その結果を次ページの表2および図9の実

線で示す。図9には、比較のため、同じ地盤モデルおよび地表地震動の加速度応答スペクトルについて、

重複反射理論に基づく1次元等価線形解析10)（地盤の減衰は周波数ひずみ依存型11)）により算定した地盤

変位を破線で示す。ただし、この場合、いわゆる逆増幅解析となるため、収斂計算の発散する危険性が

高く、いずれの地表地震動の加速度応答スペクトル（VG = 6、10）についても、地盤Bでは適切な解を得

られたが、地盤Aでは解を得られなかった。参考までに、地盤の減衰を周波数依存型としない等価線形

解析も行ったが、その結果は同様であった。 
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表2 提案する簡易法による地表変位の算定例（地震動を地表で規定する場合：安全限界状態 k = 1） 

地盤条件 増幅率

R Z 0 G S 1 相当 V G / 5G S 1 D max V G / 5G S 1 D max

地盤 A（粘性土） 0.30 2.8 0.42 6.4cm 0.71 11cm
地盤 B（砂質土） 0.59 1.8 0.68 12cm 1.1 19cm

V G  = 6 V G  = 10

 
 

   
 

図8 設定した地表地震動の加速度応答スペ

クトル（図5の新耐震設計法相当） 

図9 提案する簡易法および重複反射理論に基づく1

次元等価線形解析から算定した地盤変位の比較 

 

 
 図9から、地盤Bでは、提案法による地盤変位は、いずれの地表地震動（VG = 6、10）の場合も、等価

線形法の結果と概ね対応している。また、等価線形法で得られた地盤の1次固有周期における地震動増幅

率（以下、1次増幅率）は 1.8、1.9 で、提案法の GS1 相当の値（1.8：表2）と整合している。一方、地

盤Aでは、等価線形法の結果は得られていないが、4.1節の検討において等価線形法で得られた安全限界

状態の地盤の1次増幅率は 2.8 で、表2の提案法の値（2.8）と対応している。このことから、提案法で得

られた地盤Aの変位も妥当なものと推察される。提案法は、地震動の規定位置によらず、地盤変位を安

定して必ず算定できる。以上の結果は、提案法の妥当性と有効性を改めて確認するものと考えられる。 
 なお、提案法では、図2、5に示したように、設計用地震動の応答スペクトルを、その速度一定領域の

形状から近似的に表現している。このため、等価線形応答状態の地盤の固有周期 TE が地震動の応答ス

ペクトルの速度一定領域以外（短周期側の加速度一定領域や、それ以下の周期帯など）にある場合、提

案法による地盤変位は大きめ（設計上は安全側）の値を与える。その安全余裕は、図2、5の変位応答ス

ペクトルから、TE ≤ 0.6-0.8s 程度の地盤において最大50%程度であり、これは、大まかな概算1)で、安全

限界状態の地表変位 6-8cm 程度以下に対して 3-4cm 程度以下となる。 
 
5. まとめ 

 
 建築基礎設計への利用を前提に、先ず、任意の地震荷重レベルにおける地表変位を単純な四則演算の

みから求める方法を提案した。次に、主として安全限界状態における地盤変位の深さ方向分布を多質点

系のモード解析から定めることで、設計用地盤変位の簡便な評価を可能とした。提案法の妥当性と有効

性は、粘性土地盤と砂質土地盤の例題をとおして、重複反射理論に基づく1次元等価線形解析との比較か

ら検証された。提案法の手順は、次の①、②に要約される。 
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①地表変位の算定 

【地震荷重（設計用地震動）を工学的基盤で規定する場合】 

 地盤の初期固有周期 T0（単位 s：元の多層地盤を基礎固定の多質点系に置換し、その固有値解析によ

り求める）、表層の厚さ H（単位 m）、設計用地震動のレベル k（安全限界状態で 1、損傷限界状態で 
1/5）から、地表変位 Dmax（単位 m）を次式で算定する。 

1) 粘性土の地盤： ( )2
max 0.0028 1D H α= ⋅ −  (12)式再掲 

 ここに、地盤の固有周期の延び ( )01 25     1 4Tk
H

α α= + ⋅ ≤ ≤  (13)式再掲 

2) 砂質土の地盤： ( )2
max 0.0015 1D H α= ⋅ −  (14)式再掲 

 ここに、地盤の固有周期の延び ( )01 40    1 4Tk
H

α α= + ⋅ ≤ ≤　  (15)式再掲 

【地震荷重（設計用地震動）を地表で規定する場合】 

 0
max 2 (12) (14) 1× 1

5 2
G ZV R hπ

α α
   =   
   

⋅ + ⋅ −地表変位　 式または 式  (18)式再掲 

 ここに、 

  VG 地表地震動の加速度応答スペクトル（減衰定数5%）の速度一定領域の形状を決める定数で、

6-10 程度（安全限界状態の最大速度応答 VG / 2π = 1-1.6m/s 程度）とする。 

  RZ0 地盤の表層／工学的基盤の初期インピーダンス比で、元の多層地盤の第 i 層の厚さ Hi 、密度

ρi 、工学的基盤の密度ρB、S波速度 VSB から、次式により算定する。 

 0
0

4i i
i

Z
B SB

H
R

V T

ρ

ρ
= ⋅

∑
 (19)式再掲 

  hmax 表層の土の動的変形特性（H-Dモデル）の最大減衰定数で、粘性土の地盤で 17%、砂質土の

地盤で 21% とする。 
 
②地盤変位の深さ方向分布の算定 

 地震動レベルが大きく、安全限界状態（k = 1）に近い場合、元の多層地盤の第 i 層の初期S波速度 VS0i 

として、次の量 VSZi 

 0
0

i S i
SZi S i

B SB

VV V
V

ρ
ρ

= ⋅  (20)式再掲 

を地盤各層について算定する。これらを各層のS波速度とする多層地盤を基礎固定の多質点系に置換し

て、その1次の振動モードを地盤変位の深さ方向分布とする。 
 地震動レベルが大きくなく、損傷限界状態（k = 1/5）に近い場合、暫定的に VSZi = VS0i とし、上記と同

様にして地盤変位の深さ方向分布を求める。 
 
 なお、提案法は、地盤が液状化しないことを前提としているが、建築基礎構造設計指針12)の液状化判

定法および動的水平変位 Dcy と組み合わせることで、液状化地盤への拡張が容易に可能である。 
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